
令和7年分所得税青色申告決算書附表(私立幼稚園用) （１）

1 20 41

2 21 42

3 22 43

4 23 44

5 24 45

6 25

7 26

8 27 47

9 28 48

10 29 49

11 30 計 50

12 31 51

13 32

14 33

15 34 53

16 35

17 36

18 37

38

39

40

注1　⑥⑦⑧のうち設備施設等固定資産取得にかかわるもので国庫補助金等の総収入金額不算入の制度を利用する場合はこの表には計上しない。

注2　設置者が園長でない場合には園長給は⑳または㉑に記載する。
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円円

科　　目 決　算　額決　算　額

                                 事　　業　　活　　動　　収　　支　　計　　算　　書 （　自　令和7年1月1日　　至　令和7年12月31日）

　※
依
頼
税
理
士
等

事 務 所

氏 名

電 話 番 号

科　　目 決　算　額 　※

保 育 料
園
児
納
付
金

　※

小　　計

令和　年　　月　　日提出

そ の 他 人 件 費

入 園 料

そ の 他 納 付 金

専 従 者 給 与
人
 

件
 

費

給 食 費

所得金額 51  -  52

経

費

そ の 他

行 事 費

青色申告 特別控除額

小 計 （ 経 費 ）

23＋40＋45＋46＋49

氏 名
ふ り が な住 所

園 所 在 地

園 名 加 盟 団 体 名 全日本私立幼稚園連合会

　※

教 職 員 人 件 費

科　　目
円

電 話

寄
付
金
・
補
助
金
等 小　　計

施設設備利用料

そ の 他 の 収 入

支 払 利 息財
務
的
支
出 小　　計

52

小 計

46

そ の 他

収 支 差 額 （ 剰 余 金 額 ）

そ　　　の　　　他

補
助
活
動
収
入
原
価

用 品 代

ｽｸｰﾙﾊﾞｽ維持費

そ
の
他
の
収
入

預 り 保 育 収 入付

随

事

業

収

入

旅 費 交 通 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

損 害 保 険 料

消 耗 品 費

福 利 費

研 究 費

賃 借 料

修 繕 費

印 刷 製 本 費

減　価　償　却　費

小 計 （ 人 件 費 ）

寄 付 金

国 庫 補 助 金

施 設 型 給 付 費

そ の 他 の 補 助 金

小　　計

給 食 費 収 入

都道府県私立
幼稚園団体名

ｽｸｰﾙﾊﾞｽ維持費収入

報酬委託手数料

公 租 公 課

広 報 費

渉 外 費

用 品 代 収 入

小　　計

収入合計
④＋⑨＋⑫＋⑱

19

その他事業収入



月

1 　

2

3

4 ○ 親族等給与

5

6

7

8

9

10 ○ 園長給・家事充当金

11

12

○ 税理士・弁護士等の報酬・料金の内訳

計

人数

3

2

5

給料 賞与
氏　　　　名 続柄

4

青色申告特別控除額の計算　　 ○

青色申告特別控除額

1

51

区　分

非 常 勤

計

従事月
数

(不動産所得から差し引かれる青色申告特別控除額です)
「65万円又は55万円―②」と

51とのいずれか少ない方の

金額

③
そ
の
他
納
付
金

⑰
そ
の
他

事
業
収
入

そ
の
他

人
件
費

令 和 7 年 分 の 不 動 産 所 得 の 金 額

65万円又は55
万円の青色申
告特別控除を
受 け る 場 合

65万円又は55万円と①のいずれか少ない方の金額

（青色申告特別控除額を差し引く前の金額）
青 色 申 告 特 別 控 除 前 の 収 支 差 額

園児数

設備施設等固定資産取得の補助金収入の欄○

保育料組数

（１ページの「事業活動収支計算書｣の51欄の金額を書いてください）

施設等利用給付費

特 定 保 育 料

入園受入準備費

そ の 他

計⑰

そ の 他

計③

園
児
数
・
組
数

○ 収入・園児数・組数の内訳

諸 給 与

退 職 金

22

○ 令和7年における特殊事情

計22

○

退職給与引当金繰入額

そ の 他

園外保育活動収入

①
保
育
料

（
私
学
助
成
の
園
の
み
使
用

）

延人

青色申告特別控除額

上記以外　　　
の場合 ｢10万円―②｣と51とのい

ずれか少ない方の金額

１０万円と①とのいずれか少ない方の金額

(不動産所得から差し引かれる青色申告特別控除額です)

合計

基本給手当 賞与 計 源泉徴収税額

年齢

給料 賞与 合計氏　　　名

　

職務内容

支払先の住所・氏名 賃借物件
令和7年中の賃借料・

権利金等
左の賃借料のうち必

要経費算入額

○ 地代賃借料の内訳

支払先の住所・氏名
令和7年中の　　　　　　

　報酬等の金額
左のうち必要　　　　　　
　　　　　　　経費算入

源泉徴収税額

家事充当金
相続税の非課税

選択者
月給　　　　　

園長給

令和7年度の園長給

(家事充当金額)

補 助 金 名

○

対 応 す る 資 産 　　

支払利息の内訳(金融機関を除く)

　　　　

支払先の住所・氏名

権・更

（２）

期末現在の借
入金等の金額

令和7年中の　
利子割引料

左のうち必要　　　　　　
　経費算入額

賃

源泉徴収税額

源泉徴収税額
支給額

親族関係

計

一般の教職員給与

○ 専従者給与の内訳

常 勤

全日本私立幼稚園連合会制定



摘 要

/12

ニ　　　　
令和7年
中の償却

期間

ホ
令和7年分の

普通償却費
(ロ×ハ×ニ）

ヘ
割 増 ( 特

別 ) 償 却 費

ト
令和7年分の償却
費 合 計

チ
幼稚園使

用 割 合

リ　　　　　　　　　　　
　令和7年分の　　
必要経費算入額

（ト×チ）

ヌ　　　　　　　　　　　
未償却残高　　　

(期末残高)

ロ
償却の基礎
に な る 金 額

償 却
方 法

耐 用
年 数

ハ
償 却
率

減価償却資産
の名称等
( 繰 延 資 産 を 含 む )

面積
又は
数 量

取得
年 月 日

イ　　　　　　　
取得価額

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

/12

○ 減価償却費の計算

計

全日本私立幼稚園連合会制定 （３）
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(注） ◎

◎

◎

○

○

○

（ ） （ ）

○

（ ） （ ）

（ ） （ ） ○

（ ） （ ） （ ） （ ）

建 物 退職給与引当金

土 地

貸　借　対　照　表　（ 資産負債調 ）（　令和7年12月31日現在　)

長 期 借 入 金

資　　産　　の　　部 負　債　・　基　本　金　の　部

科　　目
令和7年1月1日　　　　　

(期　　　首)
令和7年12月31日　　

（期　　　末）
令和7年1月1日　　　　　

(期　　　首)
令和7年12月31日　　

（期　　　末）

車 輌

管理用機器備品

構 築 物

教育研究用機器備品

借 地 権

( 固 定 負 債 小 計)

減価償却累計額

施 設 利 用 権

(固定資産小計） 未 払 金

そ の 他 短 期 借 入 金

未 収 入 金 預 り 金

現 金 預 金 前 受 金

有 価 証 券 設 置 者 借

前 払 金

支 払 国 税 等 ( 流 動 負 債 小 計)

設 置 者 貸 追 加 基 本 金

家 事 充 当 金 基 本 金 ( 元 入 金)

合　　計 0 合　計

(流動資産小計） (基本金小計)

全日本私立幼稚園連合会制定

科　　目

繰 越 収 支 差 額

科目記入上の説明

未収入金は園児等からの未収入額です。

構築物には手洗場、足洗場、水遊び場、

砂場などの額を記入します。

資産、負債の部の（　）内は内訳ですから

合計には入りません。

必ず記入して下さい。

簡易簿記の方法で記帳されている設置者も

（4）

があると、この取り崩すべき額を差引いて残

額を記入します。

た場合に、この引当金を取り崩すべき金額

当金を必要経費(この決算書の２ページ)に

繰り入れた金額と、本年中に退職者があっ

｢基本金｣は｢期首の資産の合計｣から、｢期

首の負債の小計｣と｢追加基本金｣を差引き計

算し、通常は期首、期末とも同額を記入しま

す。

退職給与引当金は、本年末に退職給与引

繰越収支差額は繰越剰余金のようなもので

す。この金額のある場合は必ず記入してく

ださい。


